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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】超音波イメージング・システムにおいて、画像
のコントラスト分解能を低下させて形成された画像の内
部にスミア又は曇りを招き得る音響的雑音を補償し又は
低減する。
【解決手段】超音波撮像時の音響的雑音の測定に関する
。一実施形態では、音響的雑音信号が測定されていると
きには受波ビームを送波ビームとは異なる方向に方向付
けする。組織信号が測定されているときには、受波ビー
ムを送波ビームと実質的に同じ方向に方向付けする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のトランスデューサ素子（１８）を含むプローブ（１２）と、
　該プローブ（１２）と連絡しているステーション（１４）と
を備えた超音波システム（１０）であって、前記ステーション（１４）は、
　前記プローブ（１２）による超音波送波ビーム（６０）の放出及び方向を制御する送波
回路（２０）と、
　前記プローブ（１２）による超音波受波ビーム（６２）の受波及び方向を制御する受波
回路（２２）であって、組織信号（１０２）が測定されているときには前記超音波受波ビ
ーム（６２）の方向を前記送波ビーム（６０）と同じになるように制御し、音響的雑音信
号（１０４）が測定されているときには前記超音波受波ビーム（６２）の方向を前記送波
ビーム（６０）と異なるものになるように制御する受波回路（２２）と、
　前記送波回路（２０）及び前記受波回路（２２）の動作を指示する制御器（２８）と
を含んでいる、超音波システム（１０）。
【請求項２】
　前記組織信号（１０２）及び前記音響的雑音信号（１０４）は別個に測定される、請求
項１に記載の超音波システム（１０）。
【請求項３】
　前記組織信号（１０２）及び前記音響的雑音信号（１０４）は多重線取得を用いて同時
に測定される、請求項１に記載の超音波システム（１０）。
【請求項４】
　前記超音波送波ビーム（６０）のビーム形成及び前記超音波受波ビーム（６２）のビー
ム形成は、前記制御器（２８）において実行されるソフトウェアを介して具現化される、
請求項１に記載の超音波システム（１０）。
【請求項５】
　前記音響的雑音信号（１０４）が測定されているときには、前記超音波受波ビーム（６
２）に関連する第一の遅延プロファイルは前記超音波送波ビーム（６０）に関連する第二
の遅延プロファイルと異なっている、請求項１に記載の超音波システム（１０）。
【請求項６】
　音響的雑音信号（１０４）が測定されているときには、前記受波回路（２２）は、前記
送波ビーム（６０）の方向から約１５°～約６０°だけオフセットするように前記超音波
受波ビーム（６２）の方向を制御する、請求項１に記載の超音波システム（１０）。
【請求項７】
　音響的雑音が測定されているときには、前記超音波受波ビーム（６２）は音波信号のサ
イド・ローブ（５０）に方向付けされ、前記超音波送波ビーム（６０）は前記音波信号の
メイン・ローブ（４８）に方向付けされる、請求項１に記載の超音波システム（１０）。
【請求項８】
　組織信号（１０２）及び音響的雑音信号（１０４）を取得する動作と、
　前記音響的雑音信号（１０４）から音響的雑音レベル（１０８）を導く動作と、
　前記組織信号（１０２）及び前記音響的雑音信号を用いて信号対雑音比（１１２）を導
く動作と、
　加重プロファイル（１１６）を生成するように前記信号対雑音比（１１２）を処理する
動作（１１４）と、
　雑音補償された画像（１２２）を形成するように前記組織信号（１０２）に前記加重プ
ロファイル（１１６）を適用する動作（１２０）と
を備えた超音波画像を処理する方法。
【請求項９】
　前記信号対雑音比（１１２）を導く動作は、前記組織信号（１０２）から前記音響的雑
音レベル（１０８）を減算する動作（１１０）を含んでいる、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
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　前記加重プロファイル（１１６）は、前記組織信号（１０２）に点毎に対応している、
請求項８に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本書に開示される主題は一般的には、超音波撮像に関し、さらに具体的には、超音波撮
像時に取得される信号を処理することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　医療診断超音波は、超音波を用いて患者の身体の音響的特性を調べて、対応する画像を
形成する撮像モダリティである。超音波ビームの発生及び反射エネルギの検出は典型的に
は、患者と接触しているプローブに配置されている複数のトランスデューサを介して達成
される。かかるトランスデューサは典型的には、送波のために電気的エネルギを機械的エ
ネルギへ変換し、受波の目的のために機械的エネルギを電気的エネルギに戻すことが可能
な電気機械的素子を含んでいる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許７１２８７１２号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、超音波反射エネルギを用いて形成される画像にはアーティファクトが存
在し得る。例えば、超音波反射エネルギの受波時の焦点において発生されたのではないエ
コーで構成される音響的雑音が存在する場合がある。かかる音響的雑音は、画像のコント
ラスト分解能を低下させて、形成された画像の内部にスミア（smear）又は曇りを招き得
る。さらに、かかる音響的雑音は、超音波エネルギが組織の内部に送波されるときにのみ
存在するため、着目する信号から分離することが困難な場合がある。結果として、超音波
ビームが一つの組織領域に方向付けされるときに発生され得る音響的雑音のレベルを確定
するための容易に利用可能な基準が存在しない。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本開示の一実施形態では、超音波システムを提供する。この実施形態によれば、超音波
システムは、複数のトランスデューサ素子を含むプローブと、プローブと連絡しているス
テーションとを含んでいる。ステーションは、プローブによる超音波送波ビームの放出及
び方向を制御する送波回路と、プローブによる超音波受波ビームの受波及び方向を制御す
る受波回路と、送波回路及び受波回路の動作を指示する制御器とを含んでいる。受波回路
は、組織信号が測定されているときには超音波受波ビームの方向を送波ビームと同じにな
るように制御する。受波回路は、音響的雑音信号が測定されているときには超音波受波ビ
ームの方向を送波ビームと異なるものになるように制御する。
【０００６】
　もう一つの実施形態では、超音波信号に関連する音響的雑音を測定する方法を提供する
。この方法によれば、送波ビームに関連する送波遅延プロファイルによって少なくとも部
分的に決定される送波操舵（steering）方向を有する送波ビームが発生される。また、受
波遅延プロファイルによって少なくとも部分的に決定される受波操舵方向を有する受波ビ
ームが発生される。受波ビームに関連する受波遅延プロファイルは、組織信号が取得され
ているときには送波操舵方向と実質的に同じ受波操舵方向を生ずる。また、受波ビームに
関連する受波遅延プロファイルは、音響的雑音信号が測定されているときには送波操舵方
向と異なる受波操舵方向を生ずる。
【０００７】
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　さらにもう一つの実施形態では、超音波画像を処理する方法を提供する。この方法によ
れば、組織信号及び音響的雑音信号が取得される。音響的雑音レベルが音響的雑音信号か
ら導かれる。信号対雑音比が組織信号及び音響的雑音信号を用いて導かれる。信号対雑音
比が、加重プロファイルを生成するように処理される。加重プロファイルは組織信号に適
用されて、雑音補償された画像を形成する。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　本発明のこれらの特徴、観点及び利点、並びに他の特徴、観点及び利点は、添付図面を
参照して以下の詳細な説明を読むことにより、さらに十分に理解されよう。尚、図面全体
にわたり、類似の参照符号は類似の部材を表わす。
【図１】本開示の一実施形態による超音波イメージング・システムの構成要素を示す図で
ある。
【図２】本開示の一実施形態によるビーム・プロファイルの一例を示す図である。
【図３】本開示の一実施形態による送波ビーム及び受波ビームの一例を示す図である。
【図４】本開示の一実施形態による画質を高めるアルゴリズムに関連する制御論理を示す
流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本開示は、超音波撮像での音響的雑音の測定及び除去に関わるものである。本開示の各
実施形態によれば、音響的雑音を依然発生させながら組織信号を抑制するビーム形成のた
めの遅延プロファイルが具現化される。結果として、組織信号を殆ど又は全く有しない音
響的雑音の計量が生成される。この音響的雑音の計量を画質指標とすることができ、この
計量を用いて組織セグメント分割を改善してもよいし、且つ／又は画質向上を図ってもよ
い。
【００１０】
　図１に示すように、超音波イメージング・システム１０が、超音波検査時に患者に接触
させられるハンド・ヘルド型プローブ１２を含めた多様な構成要素を含み得る。図示の実
施形態では、ハンド・ヘルド型プローブ１２は、プローブ１２の動作を制御し且つ／又は
プローブ１２を介して取得されるデータを処理する超音波システム又はステーション１４
と、有線式又は無線式通信リンク等を介して連絡している。
【００１１】
　一実施形態では、プローブ１２は、多数のトランスデューサ１８を有するトランスデュ
ーサ・アレイ１６を含む患者対向表面又は患者接触表面を含んでおり、多数のトランスデ
ューサ１８は各々、ステーション１４の内部の送波回路２０によって発生されるパルス型
波形によってエネルギを与えられると超音波エネルギを発生することが可能である。患者
の組織等から反射してトランスデューサ・アレイ１６へ向けて戻ってきた超音波エネルギ
は、アレイ１６の各トランスデューサ１８において電気信号へ変換されて、この電気信号
はステーション１４の受波回路２２に伝達され、さらなる処理を施されて１又は複数の超
音波画像を形成する。トランスデューサ１８の送波作用及び受波作用の動作は、所与の時
刻に送波回路２０又は受波回路２２の何れがプローブ１２と連絡するかを制御するステー
ション１４の内部の１又は複数の送受波（Ｔ／Ｒ）スイッチ２４によって制御され得る。
認められるように、本書で用いられる「回路（circuitry）」との用語は、送波ビーム形
成、受波ビーム形成、及び／又は走査変換のような所載の作用範囲を提供するように構成
され又は設計されているハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、又はこれらの何
らかの組み合わせを記述し得る。
【００１２】
　送波器回路２０、受波器回路２２、及び／又はＴ／Ｒスイッチ２４は、１又は複数のユ
ーザ入力装置３０等（例えばキーボード、タッチスクリーン、マウス、ボタン及びスイッ
チ等）を介して操作者から受けた命令に応答して動作し得る制御器２８の制御の下で動作
する。一実施形態では、制御器２８は、ステーション１４の他のそれぞれの回路及び／又
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は構成要素と連絡している汎用プロセッサ又は特定応用向けプロセッサのような１又は複
数のプロセッサとして具現化され得る。
【００１３】
　超音波走査は、プローブ１２及びステーション１４を用いて、患者の組織の内部への超
音波エネルギの送波に応答して発生される一連のエコーを取得することにより行なわれる
。かかる走査時には、Ｔ／Ｒスイッチ２４が送波に設定されると送波器回路２０が瞬時に
「入」にゲート制御されて、各々のトランスデューサ１８にエネルギを与える。続いてＴ
／Ｒスイッチ２４は受波に設定されて、各々のトランスデューサ１８によって受波された
エコー信号が受波回路２２に伝達される。各々のトランスデューサ１８からの別個のエコ
ー信号を受波回路２２において結合して、ステーション１４に組み入れられた又はステー
ション１４と連絡している表示器３４に表示される画像の線を形成するのに用いられる信
号を形成する。
【００１４】
　一実施形態では、送波回路２０は、放出された超音波エネルギがビームとして方向付け
されるすなわち操舵されるようにトランスデューサ１６のアレイを動作させるように構成
され得る。例えば、送波回路２０は、それぞれのトランスデューサ１８に印加される時間
的にオフセットしたパルス型波形を発生するように、それぞれの時間遅延を付与すること
ができる。これらの時間的なオフセットのためそれぞれのトランスデューサ１８は差分的
に作動し、トランスデューサ・アレイ１６によって放出される超音波エネルギの波面がト
ランスデューサ・アレイ１６の表面に関して様々な方向に実効的に操舵され又は方向付け
される。このように、それぞれのトランスデューサ１８にエネルギを与えるパルス型波形
に関連する時間遅延を調節することにより、超音波ビームを、指定された角度（θ）をな
してトランスデューサ・アレイ１６の表面に関連する軸に向かって又はこの軸から離隔す
るように方向付けして、患者組織の内部の固定された距離Ｒに集束させることができる。
かかる具現化形態では、相次ぐ励起において時間遅延を次々に変更することによりセクタ
走査が行なわれる。このように、角度θを逐次変化させて、送波ビームを一連の操舵方向
に操舵する。
【００１５】
　超音波エネルギ反射の各回のバーストによって発生されるエコー信号は、超音波ビーム
に沿った連続した距離に位置する構造又は構造界面によって差分的に反射されている。エ
コー信号は各々のトランスデューサ１８によって別個に感知され、特定の時間点でのエコ
ー信号の大きさの標本が特定の距離において生ずる反射の量を表わす。しかしながら、反
射を起こした構造と各々のトランスデューサ１８との間の伝播経路に差があるため、これ
らのエコー信号は同時には検出され得ない。従って、一実施形態では、受波回路２２は別
個のエコー信号を増幅し、これらのエコー信号の各々に適正な時間遅延を付与し、得られ
た信号を加算して、角度θに配向した超音波ビームに沿った距離Ｒに位置する点又は構造
から反射した合計の超音波エネルギを表わす単一のエコー信号を与える。
【００１６】
　各々のトランスデューサ１８において検出されるエコーによって発生される電気信号を
同時に加算するために、受波回路２２に画定されている別個のチャネルに時間遅延が導入
される。従来の超音波走査では、前述のように受波の時間遅延は送波に関連する時間遅延
に対応しており、受波ビームが送波ビームに一致する操舵方向を有している。すなわち、
超音波エネルギを受波する操舵方向は、超音波エネルギを送波した操舵方向に全体的に対
応する。しかしながら、各々の受波チャネルに関連する時間遅延は、エコー信号の発散起
点である距離Ｒでの受波ビームの何らかの程度の動的集束を提供するように、エコーの受
波時に調節され又は変更され得る。本開示の各実施形態では、本書で議論するように、受
波回路２２によって受波に用いられる遅延プロファイルを送波回路２０によって用いられ
る対応する遅延プロファイルと異なるものにすることができ、受波回路が、超音波送波エ
ネルギを方向付けしたときの方向と異なる方向において実効的に観測又は走査を行なうよ
うに、すなわち受波ビームの操舵方向が送波ビームの操舵方向と異なるものになるように
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する。
【００１７】
　例えば、画像データ取得の取得時には、制御器２８は、送波回路２０によって操舵され
たビームに対応する方向θに沿ってエコー・データを受波するように受波回路２２に所定
の遅延を与えて、ビームに沿った点Ｐに動的に集束するのに適正な遅延及び位相シフトを
与えるようにして一連の距離Ｒにおけるエコー信号の標本を収集する。このように、検査
の画像取得部分での超音波パルス波形の各回の放出及び受波によって、超音波ビームに沿
って位置する対応する一連の点Ｐの列からの反射音波の量を表わす一連のデータ点列の取
得が行なわれる。
【００１８】
　本開示によれば、検査時には音響的雑音データも取得される。音響的雑音信号の取得時
には、制御器２８は、θ以外の方向からエコー・データを受波するように受波回路２２に
異なる組の遅延を与え、エコー・データが超音波送波ビームの方向以外の方向から受波さ
れるようにする。このように、検査の音響的雑音測定部分での超音波パルス波形の各回の
放出及び受波によって、超音波ビームが方向付けされたもの以外の方向からの反射音波の
量を表わす一連のデータ点列の取得が行なわれる。
【００１９】
　変換回路３８は、受波回路２２によって発生される様々なデータ点列を受けてこれらの
データを所望の画像及び／又は雑音測定値へ変換する。代替的には、制御器２８、及び／
又はステーション１４の他のプロセッサ型構成要素が、受波回路２２によって発生される
信号であって音響的雑音に対応する信号を処理して音響的雑音の測定値又は他の特徴評価
を生成し、これらの測定値又は特徴評価を表示し又は画像を形成するときに変換回路３８
によって用いることができる。
【００２０】
　一実施形態では、変換回路３８は音波画像データを、極座標（Ｒ－θ）セクタ・フォー
マット又はデカルト座標リニア・アレイから、所定のフレーム・レートでの表示に適した
適当にスケーリングされたデカルト座標表示ピクセル・データへ変換する。次いで、この
走査変換後の音波データは表示器３４へ供給され、表示器３４は一実施形態では、信号包
絡線の時間変化する振幅をグレイ・スケールとして画像化する。
【００２１】
　以上のシステムの議論を念頭に置いて、本開示は、超音波画像取得及び処理において音
響的雑音を確認して用いることができるようにする様々なアプローチに関する。本書で議
論するように、超音波環境での音響的雑音は、撮像されている焦点から発しているのでは
ない信号（例えばエコー）に関係する。例えば、図２では、メイン・ローブ４８が焦点に
おける組織信号に対応しており、音響的雑音がサイド・ローブ５０（音響的雑音フロア５
４及びメイン・ローブ４８に関して示されている）、グレイティング・ローブ、平面外信
号、組織又は骨からの近距離音場残響、及び位相歪みに起因する集束ずれの存在によって
生じ得る。音響的雑音の存在に起因して、再構成画像にアーティファクト（曇り及び／又
は劣化したコントラスト分解能等）が生じ得る。送波信号を「切」にすることにより測定
され得る電子雑音とは異なり、音響的雑音は送波信号が「入」のときのみに存在するため
、音響的雑音を組織信号から分離することが困難になっている。
【００２２】
　本開示では、音響的雑音を測定する一般的な枠組み及び特定の枠組みについて説明する
。具体的には、測定される信号の組織部分を、信号の音響的雑音部分を保ちつつ抑制する
アプローチについて議論する。一実施形態によれば、このことは、背景雑音を保ちつつ受
波ビームの干渉性信号を相殺するようにビーム形成に関連する遅延プロファイルを操作す
ることにより具現化される。すなわち、受波ビームの遅延プロファイルを、送波ビームか
ら離隔して受波ビームを操舵するように操作する。かかる遅延プロファイル操作は、次式
に従って実行され得る。
【００２３】
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【数１】

式中、ｂ（ｔ）はビーム形成後の信号であり、ｉはチャネル番号であり、ａｉはアポダイ
ゼーション加重であり、ｃｉ（ｔ）はチャネル信号であり、ｄｉはチャネル遅延である。
一実施形態によれば、チャネル遅延ｄは、様々な方向、例えば送波ビームに関連する方向
以外の方向について受波ビームが導かれるように操作される。すなわち、音響的雑音を測
定するときには、受波ビームの方向は送波ビームの方向と同じではない。この態様で、音
響的雑音を最大化し又は増大させつつ焦点での組織信号を最小化し又は減少させるように
各々のチャネル毎の遅延を指定することができる。
【００２４】
　さらに一般的な形式では、各々が異なる遅延構成を有する多数のビーム形成後の信号の
結合を用いて音響的雑音を評価することができる。例えば、かかるアプローチは次式に従
って実行され得る。
【００２５】

【数２】

式中、ｓ（ｔ）は推定音響的雑音であり、ｍはビーム形成構成の指数であり、ｗｍは加重
係数であり、ｂｍ（ｔ）は各々の構成でのビーム形成後の信号である。このアプローチに
よれば、多数の方向を観測することにより雑音フロアの一般的な知見を得ることが可能で
ある。
【００２６】
　幾つかの実施形態では、システム１０に実装されている適当なコンピュータ・コード例
えばソフトウェア若しくはファームウェアを用いることにより、又はシステム１０に設け
られている汎用回路若しくは特定応用向け回路を用いることにより、相異なる送波プロフ
ァイル及び受波プロファイルを具現化することができる。一つのかかる実施形態では、ビ
ーム形成モジュールは従来のビーム形成モジュールであり得るが、従来のモジュールは典
型的には、ハードウェアとして実装されているため変更が困難な場合がある。従って、こ
の態様で、ハードウェアに変更を施さずに且つ／又はシステムの構成要素を他では改造せ
ずに、送波遅延プロファイル及び受波遅延プロファイルにおけるかかる差を従来の超音波
イメージング・システムにおいて具現化することができる。代替的には、プローブ１２へ
送られる制御信号（例えば遅延及びパルス波形等）の操作を介してかかるアプローチを具
現化してもよい。かかる制御信号操作は、システム１０に関連するソフトウェア、ファー
ムウェア、及び／又はハードウェアにおいて具現化され得る。例えば、幾つかの実施形態
では、ビーム形成をシステム１０のソフトウェアにおいて具現化することができ、送波ビ
ーム形成及び受波ビーム形成についてそれぞれの異なる遅延プロファイルを、システム１
０の既存のハードウェアの変更又は改造を施さずにソフトウェアにおいて具現化すること
を可能にする。
【００２７】
　以上を念頭に置いて、一実施形態では、送波遅延プロファイル及び受波遅延プロファイ
ルは、送波ビーム６０及び受波ビーム６２を図３に示すように相異なる方向に集束させる
ように設定される。例えば、送波ビーム６０と受波ビーム６２との間の角度オフセットは
一実施形態では、１５°～６０°（例えば４５°及び５０°等）であってよい。この態様
で、受波ビーム６２は、送波ビーム６０によって発生されるメイン・ローブ４８（図２）
から離隔するように方向付けされることができ、代わりにサイド・ローブ５０、又は音響
的雑音に寄与する他の信号成分からの信号を含むものとなり得る。この態様で、音響的雑
音の平均レベル又は中央値レベルを推定することができる。
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【００２８】
　例えば、一実施形態では、全ビーム・プロファイルを、画像平面又は画像容積を形成す
る送波ビームの全てについて推定することができる。一具現化形態では、このことは、各
々の送波ビームについて多数の角度においてビーム形成後の信号を収集することにより達
成される。かかるビーム・プロファイルは、かなりのサイド・ローブ及び／又は音響的雑
音が存在する場合の識別時に有用であり得る。さらに、サイド・ローブ及び／又は音響的
雑音は典型的には、低画質及び／又は劣化した画像に関連しているため、このビーム・プ
ロファイルは画質の適切な指標となり得る。
【００２９】
　しかしながら、認められるように、画像平面又は画像容積を形成する送波ビームの全て
について全ビーム・プロファイルを測定するのに関わる時間又はデータ容積は極めて大き
く、実現が困難な場合がある。従って、代替的な実施形態では、各々の送波ビームについ
て送波ビームの角度からオフセットした１箇所又は数箇所（例えば２、３、４、５、８及
び１０箇所等）の代表角度についてのみ信号を測定することができる。次いで、これらの
限定された標本に基づいて音響的雑音の計量（例えば平均音響的雑音）を導くことができ
る。
【００３０】
　検査プロトコル又は走査プロトコルにおける音響的雑音測定を具現化するために、幾つ
かのアプローチを用いることができる。一つのアプローチでは、音響的雑音の測定を組織
信号の取得とインタリーブさせることができる。例えば、一つのフレーム又は数本のビー
ムに相当する音響的雑音データ（すなわち受波ビーム角度が送波ビーム角度に等しくない
場合のデータ）を、組織信号データ（すなわち受波ビーム角度が送波ビーム角度に等しい
場合のデータ）の各回の取得の間に交互に得ることができる。例えば、かかるインタリー
ブ型実施形態では、１フレーム分の音響的雑音データをあらゆるフレームの組織信号デー
タ毎に得てもよいし（すなわち１：１）、１フレーム分の音響的雑音データを何らかのさ
らに大きい数のフレーム分の組織信号データ毎に得てもよい（すなわち１：２、１：３、
１：４及び１：５等）。
【００３１】
　代替的には、音響的雑音及び組織信号データを同時に取得することもできる。例えば、
超音波システム１０が予備の又は用いられていない多重線取得能力を有するような具現化
形態では、この用いられていない多重線取得能力を用いて、組織信号データと組み合わせ
て前述のように音響的雑音に関連する信号を同時に取得することができる。
【００３２】
　認められるように、本書で議論するような音響的雑音測定は多様な応用を有し得る。例
えば、音響的雑音の計量をコントラスト分解能に関する画質の指標とすることができ、こ
の指標は次には適正なプローブ接触の指標及び／又は位相歪み度を与えることができる。
例えば、プローブが組織と十分に接触しておらず、トランスデューサ素子の一部が組織か
ら信号を収集することができない場合には、図２に示すようなビーム・プロファイルのメ
イン・ローブは拡散し、このビーム・プロファイルの形状が何れの部分のトランスデュー
サ素子が作用していないかを示す。もう一つの例として、音波経路に激しい歪みが存在す
るときに、超音波波面が歪んでビーム・プロファイルのサイド・ローブが著しく大きくな
る場合がある。歪みのない理想的な場合からのサイド・ローブ・レベル差が歪み度を示す
。さらに、音響的雑音の計量を適応型最適化若しくは動的最適化、及び／又は画質向上の
ための参照として用いることができる。加えて、音響的雑音の計量を用いて画像コントラ
ストが高められ得る又は強調され得る範囲までにおいて、かかる改善された画像が、目視
、又はコンピュータ実装型のセグメント分割アルゴリズムの適用の何れかによってさらに
良好なセグメント分割及び／又は分離を可能にすることができる。
【００３３】
　例えば、画質向上に関して、音響的雑音測定を用いて画質を高める一つのアプローチに
ついての一例を図４に示す。具体的には、図４の方法１００が流れ図の形態で示されてお
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り、適当な媒体に記憶されたアルゴリズムとして具現化され且つ／又は超音波イメージン
グ・システム１０の１又は複数の処理構成要素を用いて実行され得る様々な制御論理及び
ステップを記載している。
【００３４】
　この例では、組織信号１０２及び音響的雑音の計量１０４がアルゴリズムへの入力とし
て与えられる。図示の具現化形態では、測定された音響的雑音１０４を平滑化して（ブロ
ック１０６）、音響的雑音レベル１０８（例えば平均雑音レベル）を得る。一実施形態で
は、この平滑化演算は、５×５又は１０×１０の近隣又は領域等にわたる空間平均を含み
得る。かかる実施形態では、空間平均は、平均雑音レベルに着目しており構造には関心が
ない場合に適当であり得る。
【００３５】
　図示の具現化形態では、次式によって与えられるように組織信号１０２から音響的雑音
レベル１０８を減算して（ブロック１１０）、信号対雑音比１１２を得る。
【００３６】

【数３】

式中、ＳＮＲは信号対雑音比１１２であり、ｔは組織信号であり、ｎは音響的雑音であり
、ＬＰＦ（ｎ）は低域通過フィルタ処理又は他の場合には平滑化処理を施した後の雑音で
ある。一実施形態では、導かれる信号対雑音比は約１０ｄＢであってよい。次式によって
与えられるように信号対雑音比１１２を処理して（ブロック１１４）、二次元加重プロフ
ァイル１１６を生成することができる。
【００３７】

【数４】

　例えば、一実施形態では、信号対雑音比１１２を非線形で処理して、二次元加重プロフ
ァイル１１６を生成することができる。一具現化形態によれば、二次元加重プロファイル
１１６は、信号対雑音比が低い区域を実効的に抑制して、音響的雑音を、組織信号１０２
に基づいて形成される画像との適正な交差レベルまで調節する。例えば、一実施形態では
、二次元加重プロファイル１１６は、組織信号を用いて形成される画像のあらゆる座標（
例えば極座標又はデカルト座標）毎に対応する加重を有するが、他の実施形態では、あら
ゆる座標が対応する加重を有する訳ではない場合もあれば、各々の加重が１よりも多い座
標に対応する場合もある。
【００３８】
　二次元加重プロファイル１１６を生成するように信号対雑音比１１２に適用される工程
（ブロック１１４）では、信号対雑音比１１２を一実施形態では閾値処理して、信号強度
又は強さに基づく差別的処理を可能にすることができる。すなわち、一つの強さの信号強
度を有する座標を、異なる信号強度を有する座標とは異なるように処理する（又は全く処
理を行なわない）ことができる。加えて、信号対雑音比１１２の全て又は一部をスケーリ
ングして（すなわち何らかの小数又は整数で乗算する）、信号対雑音比１１２について全
体として又は信号対雑音比１１２の個々の部分（すなわち座標）のみについて適当な強度
レベル（すなわちｄＢレベル）を得ることができる。同様に、組織信号１０２の寄与が平
滑化されるように信号対雑音比１１２に平滑化演算（例えば空間平均演算）を施してもよ
い。
【００３９】
　一旦、二次元加重プロファイル１１６が得られたら、この二次元加重プロファイル１１
６を元の組織画像に加算し（ブロック１２０）又は他の場合には適用して（座標毎に等で
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）、次式によって与えられるように雑音補償された画像１２２（例えば雑音低減画像）を
得ることができる。
【００４０】
【数５】

式中、ｔｏｐｔは最適化された又は雑音補償された組織画像１２２である。認められるよ
うに、各々の画像フレームに実時間又は近実時間で強調アルゴリズムを適用してもよい。
一実施形態では、雑音補償された画像１２２は、元の組織画像すなわち組織信号１０２に
比較して改善されたコントラスト比を有し得る。
【００４１】
　本発明の技術的効果としては、音響的雑音の計量を生成するために送波ビーム形成から
オフセットした角度において受波ビーム形成を行なうような超音波システムの動作が挙げ
られる。他の効果としては、雑音補償された又は雑音低減された組織画像を形成するため
に組織画像と結合される加重プロファイルを生成するように音響的雑音測定を処理する１
又は複数のアルゴリズムのプロセッサにおける実行が挙げられる。
【００４２】
　この書面の記載は、最適な態様を含めて発明を開示し、また任意の装置又はシステムを
製造して利用すること及び任意の組み込まれた方法を実行することを含めてあらゆる当業
者が本発明を実施することを可能にするように実例を用いている。特許付与可能な発明の
範囲は特許請求の範囲によって画定されており、当業者に想到される他の実例を含み得る
。かかる他の実例は、特許請求の範囲の書字言語に相違しない構造要素を有する場合、又
は特許請求の範囲の書字言語と非実質的な相違を有する等価な構造要素を含む場合には、
特許請求の範囲内にあるものとする。
【符号の説明】
【００４３】
　１０　超音波イメージング・システム
　１２　ハンド・ヘルド型プローブ
　１４　超音波ステーション
　１６　トランスデューサ・アレイ
　１８　トランスデューサ
　２０　送波回路
　２２　受波回路
　２４　送受波（Ｔ／Ｒ）スイッチ
　２８　制御器
　３０　入力装置
　３４　表示器
　３８　変換回路
　４８　メイン・ローブ
　５０　サイド・ローブ
　５４　音響的雑音フロア
　６０　送波ビーム
　６２　受波ビーム
　１００　方法
　１０２　組織信号
　１０４　音響的雑音信号
　１０６　音響的雑音を平滑化する
　１０８　音響的雑音レベル
　１１０　組織信号から音響的雑音レベルを減算する
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　１１２　信号対雑音比
　１１４　加重プロファイルを生成する
　１１６　加重プロファイル
　１２０　組織画像に加重プロファイルを加算する
　１２２　雑音補償された画像
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【図３】
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